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第２章 第３期障害者福祉計画 

 

第１節 計画の基本理念と施策体系 

 

１ 基本理念とめざす将来像 

本計画における，「基本理念」及び「めざす将来像」については，これまでの本市における障害者福祉施策を

引き続き展開し，さらに推進していくために，前計画で定めたものを引き継ぐものとします。 

 

 

 

めざす将来像 

障害のある人が，地域でいきいきと自分らしく生きることのできるまち 

障害のある人が，その能力や個性を最大限に発揮して，もっと楽しく，いきいきと， 

その人らしく安心して暮らせるまち，そんな地域の中で，障害のある人もない人も， 

ともに支え合い，認め合い，ともに育ち，ともに働き，ともに生きるまちを市民ぐるみで 

つくっていきます。また，ライフステージに応じた支援についても取組を進めます。 

基本理念 

障害のある人一人ひとりが地域の一員として尊重され，自己選択と自己決定のもとに， 

安心して自分らしく自立した生活を送ることのできる地域社会の実現 
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２ 基本目標 

 

１ 共生社会のまちづくり 

共生社会とは，障害がある・ないに関わらず，誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合い，多様な個性を認め

合うことのできる社会のことをいいます。 

共生社会のまちづくりのために，障害に対する理解及び福祉に関する教育・研修の推進を図り，地域で支え合

う仕組みづくりと障害のある人の社会参加の促進を進めていきます。 

 

２ 支援組織及び相談支援体制の強化 

障害者支援施策の推進にあたって，障害者支援協議会と，障害者支援事業の中核を担う障害者支援センタ

ーを中心とした各種サービスによる支援体制及び相談支援体制を構築しています。 

相談支援体制の充実により，障害のある人が安心して生活できる環境づくりを進めていきます。 

 

３ 安心して生活できる支援体制の強化 

障害のある人が，安心して生活をしていくためには，適切なサービス等の支援，住まいや社会生活における合

理的配慮のある環境づくり，社会参加を図るための意思疎通支援等の多様な支援が必要であり，障害のある人

の権利が護られ，災害等の緊急時にも対応できる体制が必要です。 

これらの取組を合わせることが効果的な支援へとつながるため，障害のある人一人ひとりに多様な支援を提

供できる体制強化に努めていきます。 

 

４ いきいきと働ける仕組みと支援の充実 

企業等で働く一般就労や障害者就労支援施設で働く福祉的就労など，障害のある人が多様な働き方を選ぶ

ことができる環境づくりが必要です。 

障害があってもいきいきと働きたいという気持ちを尊重した，多様な就労支援を提供し，障害者就労支援施設

においての収益向上への働きかけにも努めていきます。 

 

５ 切れ目のない支援体制の整備 

障害のある人の成長を支えるためには，ライフステージの移行による生活環境の変化に対応できる一貫した

支援が必要となります。 

障害のある人やその保護者に対して早期から支援を提供し，支援する側が変わったとしても変わらず一人ひと

りに寄り添った支援を行うことができる体制を整備していきます。 
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３ 計画の施策体系 

 

基本目標 施策体系 

共生社会のまちづくり 

１ 共生のまちづくりの推進 

 

１－１ 障害に対する理解の促進 

１－２ 福祉に関する教育・研修の推進 

１－３ 地域全体で支え合う仕組みづくり 

１－４ 社会参加への支援 

支援組織及び 

相談支援体制の強化 

２ 支援組織及び相談支援体制の充実 

 

２－１ 障害者支援センターの機能強化 

２－２ 障害者支援協議会の機能強化 

２－３ 相談から自己選択・決定への支援 

２－４ 相談支援ネットワークの充実 

安心して生活できる 

支援体制の強化 

３ 地域生活支援体制の充実 

 

３－１ 障害福祉サービス等の充実 

３－２ 地域生活支援拠点の充実 

３－３ 住まいの場の確保 

３－４ 保健・医療体制の充実 

３－５ 情報提供の充実・多様化 

３－６ 権利擁護の推進 

３－７ 災害，感染症対応及び防災体制の強化 

３－８ バリアフリーの推進 

いきいきと働ける仕組み 

と支援の充実 

４ 就労支援の充実 

 

４－１ 障害者雇用・就労機会の拡大と推進 

４－２ 多様な就労による生きがいづくり 

４－３ 障害者就労支援施設等の収益向上への支援 

切れ目のない 

支援体制の整備 

５ 切れ目のない支援の充実 

 

５－１ 早期発見・早期対応 

５－２ 療育・発達支援体制の充実 

５－３ 連携強化による一貫した支援 

５－４ 一人ひとりに応じた教育の充実 
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第２節 施策の推進に向けて 
 

基本施策１ 共生のまちづくりの推進 

１－１ 障害に対する理解の促進 

１－２ 福祉に関する教育・研修の推進 

１－３ 地域全体で支え合う仕組みづくり 

１－４ 社会参加への支援 

 

１－１ 障害に対する理解の促進 

 

施策における現状と課題 

◼ 障害のある人が地域で，安心して暮らせる社会を実現するための第一歩として，一人ひとりの市民が障害

への理解と認識を深め，自らの問題として考えることが必要です。 

◼ 市民向けアンケートにおいて，共生社会，不当な差別的取扱いの禁止，合理的配慮など障害への理解を深

める考え方については，認知度は向上していますが，内容の理解はあまり進んでいない結果となっています。 

◼ また，障害に対する差別や偏見があると認識している人は多いため，問題意識を持っている人は多くおられ

る状況です。 

◼ 差別解消支援部会による，事業者向けのアンケートでは，合理的配慮が民間事業者に努力義務となってい

ることを知っている事業者は約３割となっていますが，知らない事業者でも約６割は何らかの配慮や工夫をし

ている結果となっています。 

 

本市における取組の状況 

◼ 障害者支援ネットワーク連絡会議に差別解消支援部会を設置し，情報収集，啓発内容の検討，啓発活動等

を行っています。 

◼ 広報紙，ホームページ等の媒体や障害者週間等の機会を活用して，障害への理解や適切な配慮を促すた

めの啓発を行っています。 

◼ 保育・教育の場において，障害への理解を深める教育を推進しています。 

 

今後の施策の進め方と方向性 

◼ アンケート結果から，障害のある人の活躍の紹介により障害への理解が進んだと感じている人が多く，障害

のある人が学校・職場・地域にいる人の方が障害への理解が進んでいることから，障害のある人と協力して

理解の促進を図る取組を進めていきます。 

◼ 障害のある人に対しての配慮や支援を拡げていくためには，合理的配慮の理解促進を進めていくことが重

要となり，具体的な配慮の例示を踏まえて啓発を行っていきます。 

◼ 啓発にあたっては，広報紙，ホームページ，出前講座等の様々な媒体を活用していきます。 

◼ 市内で開催される各種イベント等を活用した啓発活動を進めていきます。 

◼ 講演会等の幅広い市民の参加が期待できる取組については，新型コロナウイルス感染症の影響も考慮し，

必要に応じた実施を検討していきます。 
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基本施策１ 共生のまちづくりの推進 

１－１ 障害に対する理解の促進 

１－２ 福祉に関する教育・研修の推進 

１－３ 地域全体で支え合う仕組みづくり 

１－４ 社会参加への支援 

 

１－２ 福祉に関する教育・研修の推進 

 

施策における現状と課題 

◼ 障害のある人もない人も互いを尊重して支え合うことができる共生のまちづくりのために，市内小・中学校

等において，「福祉の心」を育むための，福祉教育を実践しています。 

◼ 障害によって差別や嫌な思いをした経験がある人は，障害のある人の半数以上となっており，経験した場所

としては，「学校・仕事場」と「外出先」などの社会生活を行う際に経験したという人が多くなっている結果と

なっています。 

 

本市における取組の状況 

◼ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する三次市職員対応要領に基づいた職務の遂行や，職員研修を

行うなど，障害者差別の解消に向けた取組を率先して進めています。 

◼ 市内小・中学校では，道徳科を要として，学校教育全体で命や人権に対する感性を養い，「福祉の心」を育

んでいます。 

◼ また，道徳科の時間に障害のある人との関わりについて考えたり，総合的な学習の時間等に福祉関係機関

と連携を図り，福祉に関する話を聞いて理解を深めたり，地域の高齢者福祉施設を訪問して施設利用者と

交流したりするなど，福祉を実践する力を養っています。 

 

今後の施策の進め方と方向性 

◼ 三次市職員は，不当な差別的取扱いの禁止はもとより，率先して合理的配慮の提供を行っていきます。 

◼ 学校教育目標や各教科等との関連を図った福祉教育を進めます。 

◼ 福祉やボランティアについて正しく理解するために，全教職員が指導内容や指導方法について研修の機会

をもち，教職員間での共通理解を図ります。 

◼ 学校が計画する活動は，地域で行われている福祉活動と連携することでより効果的なものとなるため，計画

段階から，関係者の方々と連携し，ともに考えていくという姿勢を大切にするとともに，福祉教育について日

常的に連携・協力していく体制づくりを行います。 
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基本施策１ 共生のまちづくりの推進 

１－１ 障害に対する理解の促進 

１－２ 福祉に関する教育・研修の推進 

１－３ 地域全体で支え合う仕組みづくり 

１－４ 社会参加への支援 

 

１－３ 地域全体で支え合う仕組みづくり 

 

施策における現状と課題 

◼ 市民向けアンケートにおいて，社会全体よりも市内の身近な地域の方が障害等に対する理解が進んでいな

いと感じている人が多い結果となっています。 

◼ 地域の中で障害のある人と住民が交流するうえで，ボランティアの役割が重要となります。 

◼ 差別解消支援部会による，事業者向けのアンケートでは，障害のある人が社会生活を送る中で利用する，

商業施設や飲食店などの民間事業者においては，合理的配慮が努力義務となっていることを知っている事

業者は約３割となっています。 

 

本市における取組の状況 

◼ 三次市社会福祉協議会と連携し，ボランティアの養成や活動支援を行っています。 

◼ 精神障害者ボランティアの養成やスキルアップを行い，活動の場の提供も行っています。 

◼ 広島県が推進している「あいサポート運動※2」と連携し，事業者や関係団体等への研修を行い「あいサポー

ター※3」養成の取組を進めました。 

 

今後の施策の進め方と方向性 

◼ 三次市社会福祉協議会と連携し，障害福祉事業に対するボランティア活動を引き続き拡げていきます。 

◼ 障害に対する理解の促進を図り，地域活動や民間施設において少しずつでも障害のある人への配慮が提

供されるようになる環境づくりを進めます。 

◼ 地域や事業者への障害の理解を拡げる取組として，あいサポート運動を展開していきます。 

◼ 障害のある人の団体活動など，自主的な活動を引き続き支援していきます。 

 
2 皆さんに，障害の内容・特性，障害のある人が困っていること，配慮の仕方やちょっとした手助けの方法など，を知っていただき，実

践していただく運動のことをいいます。 
3 障害のある人が，困っているときなどに『ちょっとした手助け』を実践する意欲のある人で，あいサポーター研修を修了した人，また

はテキスト「障害を知り，共に生きる」を読んだ人（特別な技術の習得は不要）のことをいいます。 
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基本施策１ 共生のまちづくりの推進 

１－１ 障害に対する理解の促進 

１－２ 福祉に関する教育・研修の推進 

１－３ 地域全体で支え合う仕組みづくり 

１－４ 社会参加への支援 

 

１－４ 社会参加への支援 

 

施策における現状と課題 

◼ 障害のある人が，いきいきと暮らしていくためには，社会とのつながりを持ち，それぞれの個性を発揮していく

ことが大切です。障害があっても様々な活動に参加できるよう，適切な配慮を行う必要があります。 

◼ 東京２０２０パラリンピックの開催決定により，障害者スポーツは全国的にも認知度が向上しています。 

◼ 障害のある人で毎日外出する人の割合は，前回調査より減少しており，新型コロナウイルス感染症の影響

により，自分で外出できる人の外出機会が減少している可能性があります。 

 

本市における取組の状況 

◼ 障害者フライングディスク競技大会等の障害者スポーツの機会を提供しており，障害のある人の社会参加

に加えて，学生や地域のボランティア団体との交流の場ともなっています。 

◼ ソーシャルクラブ※4やハートフルサロン※5などを開催し，グループ活動による障害のある人の社会参加のきっ

かけづくりや社会生活への能力向上を図っています。 

◼ 外出支援のために，移動支援事業や福祉タクシー等助成券の交付を行っています。 

◼ 障害者支援ネットワーク連絡会議に地域生活支援部会を設置し，障害のある人の社会参加に係る情報収

集，検討を進めています。 

 

今後の施策の進め方と方向性 

◼ 障害者スポーツは障害者の社会参加とボランティア等との交流の場となっているため，引き続きフライング

ディスク競技大会の開催や活動支援を行っていきます。 

◼ 障害のある人の社会参加のきっかけづくりや社会生活への能力向上のための機会の提供を引き続き行うと

ともに，活動を支援するボランティアの養成も進めていきます。 

◼ 障害のある人の社会参加に向けた検討を進め，移動支援等の社会参加への手助けとなる取組の有効活用

を図っていきます。 

 

 

 
4 全ての障害のある人を対象とし，グループ活動をとおした社会参加のきっかけづくりや，個々の社会生活力の向上のために開催

しています。 
5 精神障害者やひきこもり，障害者手帳や医療機関受診につながっていない人を対象とし，創作活動を中心として活動しています。 
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基本施策２ 支援組織及び相談支援体制の充実 

２－１ 障害者支援センターの機能強化 

２－２ 障害者支援協議会の機能強化 

２－３ 相談から自己選択・決定への支援 

２－４ 相談支援ネットワークの充実 
 

２－１ 障害者支援センターの機能強化 
 

施策における現状と課題 

◼ 障害者支援センターは，本市における障害者支援の中核機関であり，総合相談支援，専門部会の事務局，

社会資源の活用，障害のある人の社会参加支援，障害者団体や家族会への支援等の多岐にわたる役割を

担っています。 

◼ センターには，社会福祉士※6，精神保健福祉士※7，相談支援専門員等の専門職を配置しています。 

◼ 近年は困難事例に対応するケースが増加しており，障害者支援センターのみでは解決できない場合も多い

ことから，関係機関との連携体制の強化が必要となっています。 
 

本市における取組の状況 

◼ 総合相談支援においては，障害福祉サービス等のサービス等利用計画※8の作成を行う計画相談支援と，障

害のある人からの様々な相談に対応する一般相談があり，必要に応じた関係機関との連携のもと対応を行

っています。 

◼ 権利擁護においては，虐待対応や啓発活動を行っています。マニュアルの活用や実践的な研修により職員

のスキルアップを図っています。 

◼ 障害のある人の社会参加支援として，ピアサポート事業や，社会参加や活動の場の提供，家族会活動，障

害者ボランティア等の支援を行っています。 

◼ 関係機関との連携においては，障害者支援ネットワーク連絡会議の事務局を担い，部会をとおした課題解

決や，部会間の連携による取組実施への支援を行っています。 
 

今後の施策の進め方と方向性 

◼ 基幹型としての障害者支援センターの位置づけを明確にし，困難事例への対応等による他の相談支援事

業所への支援や，事業所間調整，サービス等利用計画作成への助言・指導，地域生活支援拠点等の役割

を強化していきます。 

◼ 困難事例への対応にあたっては，権利擁護ネットワーク等の関係機関と連携した対応ができる体制づくりを

進めていきます。 

◼ ピアサポート事業等の障害のある人が活躍できる機会への支援を引き続き行い，障害のある人の社会参加

や活動の場を確保していきます。 

◼ 障害者支援の中核を担う組織として，職員の研修等による支援の質の向上に努めていきます。 

◼ インターネットの活用や「三次市障害者支援センターだより」の発行による，障害者支援センターの周知及

び障害者支援に関する情報発信を引き続き行っていきます。 

 
6 「ソーシャルワーカー」と呼ばれる福祉専門職。身体的・精神的障害または環境上の理由で日常生活を営むことに支障がある者

に対し，福祉に関する相談，助言，指導その他の援助を行います。 
7 「精神科ソーシャルワーカー（ＰＳＷ）」と呼ばれる福祉専門職。精神病院等において医療を受けている，または精神障害により施

設を利用している人の社会復帰に関する相談に応じ，助言，指導，日常生活への適応のために必要な訓練その他の援助を行いま

す。 
8 障害者総合支援法において，障害福祉サービスを適切に利用することができるよう，障害者のニーズや置かれている状況等をふ

まえ，最も適切なサービスの組み合わせ等について，指定特定相談支援事業者が検討・作成する計画のことをいいます。 
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基本施策２ 支援組織及び相談支援体制の充実 

２－１ 障害者支援センターの機能強化 

２－２ 障害者支援協議会の機能強化 

２－３ 相談から自己選択・決定への支援 

２－４ 相談支援ネットワークの充実 

 

２－２ 障害者支援協議会の機能強化 

 

施策における現状と課題 

◼ 障害者福祉に関する多種多様な問題に対し，障害者，障害者団体，サービス提供事業者，ボランティア団体，

医療・保健・福祉・教育・就労関係等の地域の関係機関が情報を共有し，地域の課題解決に向け協議を行

うため，三次市障害者支援協議会を設置しています。 

◼ 障害者支援協議会には，そのネットワークを活かした，本市の障害者支援施策への提言，支援体制ネットワ

ークの強化，公的サービス以外の資源の掘り起こし等の役割を担っています。 

◼ 協議会に参加する関係機関や団体に，支援協議会において得られた情報等を拡げていくことも必要とされ

ています。 

 

本市における取組の状況 

◼ 障害者支援協議会は，協議会とネットワーク連絡会議として５つの専門部会から構成されています。 

◼ 協議会は，障害福祉サービス等の利用状況や５つの専門部会の活動など，障害者支援に関わる情報を把

握し，障害者支援施策の推進に係る協議を進めています。 

◼ 専門部会は，「相談支援部会」，「地域生活支援部会」，「就労支援部会」，「療育・発達支援部会」，「差別

解消支援部会」の５つとなっており，各部会における関係機関の代表者により構成され，具体的な取組の検

討と実施，情報収集と課題の検討などを進めています。 

 

今後の施策の進め方と方向性 

◼ 障害者支援協議会は，本市の障害者施策に係る中核組織となるため，現在構築しているネットワーク体制

を維持し，ネットワークを活用した，障害のある人が自分らしく生きるための支援を推進していきます。 

◼ 専門部会においては，各部会の専門性を活かした具体的な取組を実施し，部会間の連携によるネットワーク

構築も進めていきます。 
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基本施策２ 支援組織及び相談支援体制の充実 

２－１ 障害者支援センターの機能強化 

２－２ 障害者支援協議会の機能強化 

２－３ 相談から自己選択・決定への支援 

２－４ 相談支援ネットワークの充実 

 

２－３ 相談から自己選択・決定への支援 

 

施策における現状と課題 

◼ 障害のある人が生活を送る中で，障害福祉サービス等の利用が必要となった時，自らで自分の生活を考え，

利用したいサービスを選ぶことが大切です。そのためにも，本人の意思を聴き取り，必要な情報提供や提案

を行うなどの，自己選択と決定への支援が必要です。 

◼ サービス等利用計画の作成にあたっては，分かりやすく的確な情報提供を行うとともに，個人ニーズに合わ

せ複数のサービスを組み合わせるケアマネジメントによる相談支援が重要となります。 

◼ 近年は計画相談支援の利用実績も増加しているため，事業者や相談支援専門員※9等の確保と質の向上

の両面から体制強化を図る必要があります。 

◼ 障害福祉サービス等の利用以外においても，障害のある人の生活を支援するための相談は多岐にわたる

ため，多様な相談支援体制が必要です。 

 

本市における取組の状況 

◼ 市内の指定相談支援事業所※10において，全ての障害福祉サービス利用者へのサービス等利用計画作成

に対応する体制を整備しています。 

◼ 障害者支援ネットワーク連絡会議に相談支援部会を設置し，市内全ての相談支援事業所と関係機関によ

る定例会を毎月開催し，事業所間の連携を図っています。 

◼ 相談支援部会においては，勉強会や事例検討も行っており，サービス等利用計画の質の向上を図っていま

す。 

◼ 子鹿医療療育センターと連携し，重症心身障害や知的障害，身体障害を持つ人に対する専門的な相談を

受けられる体制を整備しています。 

◼ こども発達支援センターにおいて，子どもの発達や子育ての悩みについての相談を受けています。 

 

今後の施策の進め方と方向性 

◼ 相談支援部会による事業所間の連携強化とサービス等利用計画の質の向上への取組を引き続き行い，相

談支援事業所と関係機関の連携も進めていきます。 

◼ 障害者支援センターを本市における基幹相談支援センターとして位置づけ，他の相談支援事業所への支援

や困難事例への対応を行っていきます。 

◼ 子鹿医療療育センターやこども発達支援センター等の専門的な相談を受けられる機関と連携した相談体

制の提供を引き続き行っていきます。 

 
9 一定の実務経験と研修の修了を要件とした福祉職。障害者等の相談に応じ，助言や連絡調整等の必要な支援を行うほか，サー

ビス等利用計画を作成します。 
10 市の指定を受けた，障害者総合支援法で定められた相談支援事業（計画相談支援，地域移行支援，地域定着支援）を実施す

る事業所のことをいいます。 
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基本施策２ 支援組織及び相談支援体制の充実 

２－１ 障害者支援センターの機能強化 

２－２ 障害者支援協議会の機能強化 

２－３ 相談から自己選択・決定への支援 

２－４ 相談支援ネットワークの充実 

 

２－４ 相談支援ネットワークの充実 

 

施策における現状と課題 

◼ 本市における障害のある人から相談を受ける中核は障害者支援センターの総合相談が担っています。相談

内容が多様化・複雑化しており，関係機関との連携による対応が必要となっています。 

◼ 障害のある人の普段の悩みや困ったことの相談先は，「家族や親せき」，「友人・知人」などの身近な人が多

くなっています。 

◼ 普段の悩み事を身近な人に相談することも生活の上では重要であるため，障害のある人が気軽に相談で

きる相手を作るための支援も必要です。 

 

本市における取組の状況 

◼ 障害者支援センターの総合相談を中心とした相談支援体制を構築しており，センターと関係機関の連携を

深める取組も進めています。 

◼ 相談支援部会において，相談支援事業所間及び関係機関との連携を深めるための研修会や勉強会を開

催しています。 

◼ 障害のある人が相談者となるピアカウンセラー※11の養成と活動支援を行っています。 

◼ 身体障害者相談員，知的障害者相談員，民生委員・児童委員など地域において相談を行う体制を構築し

ています。 

 

今後の施策の進め方と方向性 

◼ 障害者支援センターの相談対応力の向上を図るとともに，障害者支援センターを中心とした関連機関のネ

ットワーク体制を強化し，相談から早期対応へとつなげていきます。 

◼ 相談支援部会においての取組を進めて，相談支援体制の強化を図ります。 

◼ ピアカウンセラーの養成と活動支援を引き続き行い，障害のある人の仲間同士の支え合いを拡げていきま

す。 

◼ 身体障害者・知的障害者相談員の設置や，普段の悩みや困ったことを近所の人に気軽に相談できる環境

の整備など，地域における相談体制づくりを引き続き行っていきます。 

◼ 事業所間の連携強化にあたっては，ＩＣＴを活用したオンラインでの会議等を行うとともに，障害のある人で

希望する人にはオンラインでの相談を受けられるような体制を検討していきます。 

 
11 同じ経験をもつ「仲間」（ピア）として，相談に応じる障害者を，ピアカウンセラーと呼ぶ。話を聞く，またはアドバイスをすることの

みではなく，自分の状況を考え，自己決定ができるよう，励ますことを目的に行われるカウンセリングを行います。 
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基本施策３ 地域生活支援体制の充実 

３－１ 障害福祉サービス等の充実 

３－２ 地域生活支援拠点の充実 

３－３ 住まいの場の確保 

３－４ 保健・医療体制の充実 

３－５ 情報提供の充実・多様化 

３－６ 権利擁護の推進 

３－７ 災害，感染症対応及び防災体制の強化 

３－８ バリアフリーの推進 
 

３－１ 障害福祉サービス等の充実 

 

施策における現状と課題 

◼ 障害者手帳所持者数は緩やかに減少傾向となっていますが，人口比で見ると横ばいとなっています。 

◼ 障害福祉サービス等の利用者数は概ね横ばいかやや増加している傾向にあります。 

◼ 訪問系のサービスにおいては，広大な市域をカバーすることが難しく，利用者のニーズに応えることが難しい

場合があります。 

◼ 入所サービスにおいては，利用定員を超えていることから，すぐにサービスを利用できない状況があります。 

◼ グループホームにおいては，利用ニーズに対して提供体制が不足しています。また，人材確保などの施設の

運営における課題もあります。 

◼ サービス提供事業者の多くが，各種研修会・学習会・セミナーの実施や参加等のサービス向上のための取

組を行っていますが，３分の２の事業者は職員が不足している状況にあります。 

 

本市における取組の状況 

◼ 障害者総合支援法に基づく，障害福祉サービス，地域生活支援事業に加えて，福祉タクシーや紙おむつ購

入費等の助成を行っています。 

◼ 医療的ケアが必要な児童への支援として，市立三次中央病院において医療型短期入所事業を開設し，短

期入所施設の確保に努めました。 

◼ サービスの利用状況やアンケートによる利用意向の把握を行っています。 

◼ みよし福祉・介護人材確保等総合支援協議会による，人材育成・定着への取組を進めています。 

 

今後の施策の進め方と方向性 

◼ サービス利用についての状況や意向を踏まえて利用見込みを算出し，毎年度利用実績を引き続き把握する

ことで，市全体のサービス提供体制の調整を図っていきます。 

◼ 本人の意思を尊重した適切なサービス等利用計画の作成に努めていきます。 

◼ みよし福祉・介護人材確保等総合支援協議会による福祉職のＰＲや研修会の開催など，人材育成・定着へ

の取組を関係機関との協働により進めていきます。 
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基本施策３ 地域生活支援体制の充実 

３－１ 障害福祉サービス等の充実 

３－２ 地域生活支援拠点の充実 

３－３ 住まいの場の確保 

３－４ 保健・医療体制の充実 

３－５ 情報提供の充実・多様化 

３－６ 権利擁護の推進 

３－７ 災害，感染症対応及び防災体制の強化 

３－８ バリアフリーの推進 
 

３－２ 地域生活支援拠点の充実 

 

施策における現状と課題 

◼ 地域生活支援拠点とは，障害者の重度化・高齢化や「親なき後」を見据えた支援のための機能をもつ場所

や体制のことをいいます。 

◼ 拠点に求められる主な機能としては，相談，緊急時の受け入れ・対応，体験の機会・場の提供，専門的人材

の確保・養成，地域の体制づくりの５つとなっています。 

◼ 障害のある人の主な介助者の年齢は，５０歳以上の割合が増加しており，介助者の高齢化が進んでいる結

果となっています。 

◼ また，約４割の人が，現在介助をしてくれている人以外に介助をお願いできる人がいないという結果になって

います。６５歳以上になると，半数以上となっています。 

 

本市における取組の状況 

◼ 障害者支援センターを中心として，関係機関のネットワークによる面的な支援体制を整備し，令和２年度か

ら運用を開始しています。 

◼ 本市においては，優先課題として相談と緊急時の受け入れ・対応を設定し，この２つの機能を持つ支援拠点

として運用を開始しています。 

 

今後の施策の進め方と方向性 

◼ 緊急時に支援が見込めない人の登録や支援計画の作成を進め，地域において安心して生活ができる機能

の充実に努めます。 

◼ 相談や緊急時の受け入れ・対応など拠点の運用状況を定期的に検証し，効果的な事業実施に努めます。 

◼ 体験の機会・場の提供，専門的人材の確保・養成，地域の体制づくりの機能についても，市内の資源や利用

ニーズを踏まえて，実施に係る検討を進めていきます。 
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基本施策３ 地域生活支援体制の充実 

３－１ 障害福祉サービス等の充実 

３－２ 地域生活支援拠点の充実 

３－３ 住まいの場の確保 

３－４ 保健・医療体制の充実 

３－５ 情報提供の充実・多様化 

３－６ 権利擁護の推進 

３－７ 災害，感染症対応及び防災体制の強化 

３－８ バリアフリーの推進 
 

３－３ 住まいの場の確保 

 

施策における現状と課題 

◼ 障害者支援施設入所者は若干の減少傾向，グループホーム利用者はやや増加傾向にあります。 

◼ 現在「福祉施設で暮らしている」または「病院に入院している」人の地域生活への移行の調査では，「今の

まま生活したい」が約６割で最も多く，「家族と一緒に生活したい」及び「グループホームなどを利用したい」

は，それぞれ約１割，「一人で暮らしたい」は約３％となっています。 

◼ 地域で生活するために必要なこととしては，「経済的な負担の軽減」が約５割と最も多く，次いで，「医療ケ

ア」や「居宅介護」などのサービスの充実については２～３割程度，「地域住民の理解」については１割程度

となっています。 

 

本市における取組の状況 

◼ 障害のある人の生活の場として，障害者支援施設（施設入所支援），共同生活援助（グループホーム）のサ

ービスを提供しています。 

◼ 障害のある人が地域において生活する場を確保するために，グループホームの新規設置に係る助成を行っ

ています。 

◼ また，自宅で暮らすための支援として，住宅改修費の助成や居宅介護等の障害福祉サービスの提供を行っ

ています。 

◼ 広島県居住支援協議会と連携して，アパート等の賃貸住宅に入居を希望する際の情報提供など，必要な支

援を行っています。 

 

今後の施策の進め方と方向性 

◼ 障害のある人の，地域で生活をしたいという意向に沿った支援ができるよう，グループホームの設置促進を

図るとともに，自宅やアパート等の様々な形での居住形態に対する支援を引き続き行っていきます。 

◼ 障害に対する理解の促進を図り，地域で安心して暮らすことができる環境づくりを進めていきます。 
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基本施策３ 地域生活支援体制の充実 

３－１ 障害福祉サービス等の充実 

３－２ 地域生活支援拠点の充実 

３－３ 住まいの場の確保 

３－４ 保健・医療体制の充実 

３－５ 情報提供の充実・多様化 

３－６ 権利擁護の推進 

３－７ 災害，感染症対応及び防災体制の強化 

３－８ バリアフリーの推進 
 

３－４ 保健・医療体制の充実 

 

施策における現状と課題 

◼ 障害の要因となる疾病の重症化防止のため，保健・医療・福祉の連携による支援が必要です。 

◼ 脳血管疾患による身体障害を予防するために生活習慣病対策が必要です。 

◼ うつ病等，こころの病気や自殺に関する正しい知識について，普及・啓発，早期発見・早期治療につなげる

体制の充実を図る必要があります。 

◼ 精神障害者数は，増加傾向にあります。 

◼ 医療ケアが必要な障害のある人への対応を充実させていく必要があります。 

 

本市における取組の状況 

◼ 三次市健康づくり推進計画において，「健康寿命の延伸！健康格差の縮小！」を基本目標として，総合的な

健康づくりを推進しており，その中で障害の要因となる疾病の予防や重症化防止のための，健康相談や保

健指導，健康教室等の事業を行っています。 

◼ 障害のある人の総合集団健診費用を無料化し，受診しやすい環境づくりを行っています。 

◼ うつ病等のこころの病気や自殺対策のため，こころサポーター（ゲートキーパー※12）の養成や，「自殺対策地

域ネットワーク会議」の開催により，保健，医療，生活，教育，労働等の連携強化を図っています。 

◼ 精神障害のある人やその家族への支援として，社会参加の場の提供や，家族交流会・学習会を開催してい

ます。 

◼ 医療的ケア児・者への支援として，個別支援や情報共有を目的とした関係機関による協議を行っています。 

 

今後の施策の進め方と方向性 

◼ 三次市健康づくり推進計画に基づき，障害の要因となる疾病の予防や重症化防止のための取組を推進し

ていきます。 

◼ こころの病気の予防やケアのために，こころサポーターの養成を進めるとともに，保健，医療，生活，教育，労

働等の連携強化を引き続き進めていきます。 

◼ 精神障害のある人やその家族への支援を継続して行い，精神障害のある人の地域生活も進めていきます。 

◼ 医療的ケア児・者への支援を充実させるため，現状や課題の把握を行い，保健，医療，福祉等が連携した支

援を行う体制づくりを進めます。 

 
12 悩んでいる人に気づき，声をかけ，話を聞いて，必要な支援につなげ，見守る人のことをいいます。自殺対策におけるゲートキー

パーは，心理社会的問題や生活上の問題，健康上の問題を抱えている人や，自殺の危険を抱えた人に気づき適切に関わる役割を

担います。 
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基本施策３ 地域生活支援体制の充実 

３－１ 障害福祉サービス等の充実 

３－２ 地域生活支援拠点の充実 

３－３ 住まいの場の確保 

３－４ 保健・医療体制の充実 

３－５ 情報提供の充実・多様化 

３－６ 権利擁護の推進 

３－７ 災害，感染症対応及び防災体制の強化 

３－８ バリアフリーの推進 
 

３－５ 情報提供の充実・多様化 
 

施策における現状と課題 

◼ 障害者基本法により，手話を含む言語その他の意志疎通のための手段について，障害のある人の選択の

機会が確保されるとともに，情報の取得又は利用のための手段についての選択の機会の拡大を図ることが

求められています。 

◼ 障害者差別解消法により，合理的配慮を行った情報提供が求められています。 

◼ 障害のある人のサービス等の情報の入手先は，「行政機関の広報誌」が約４割と最も多く，次いで「かかり

つけ医や看護師」及び「サービス事業所の人や施設職員」が約２割となっています。 
 

本市における取組の状況 

◼ 障害のある人の意思疎通支援※13を図るために，手話通訳者や要約筆記※14者（奉仕員）の配置・派遣を行

っています。 

◼ また，各種研修会の開催等の機会においては，手話通訳者や要約筆記者（奉仕員）の派遣を行い，障害の

ある人が参加しやすい環境づくりを行っています。 

◼ 情報取得や意思疎通を支援するための日常生活用具の給付を行っています。 

◼ 市広報紙については，ボランティアサークルの活動を通じて，希望者にテープを送付するとともに，ケーブル

テレビを通じた「声の広報」を放送しています。 

◼ 行政文書を発行する際に，市からの発行が分かるように封筒へ点字の印字を行っています。また，可能なも

のから音声コード※15の貼付を行っています。 
 

今後の施策の進め方と方向性 

◼ 障害のある人の社会参加の促進を図るため，日常生活における意志疎通支援体制の充実や情報通信技

術（ＩＣＴ）の活用による情報バリアフリー化を進めていきます。 

◼ 点字・声の広報発行や手話通訳者，要約筆記者（奉仕員）の派遣が安定的に実施できるよう，人材養成・

確保に努めます。 

◼ 市広報紙や行政文書については，希望者に点訳や朗読，音声コードを活用した多様な情報提供を引き続き

進めていきます。 

◼ また，市広報紙や行政文書については，情報バリアフリーの観点から，障害のある人もない人も理解しやす

いユニバーサルデザインの導入を進めていきます。 

 
13 障害のある人とない人の意思疎通を支援する様々な手段を，概念的に幅広く解釈できるよう，障害者総合支援法において定義

された言葉のことをいいます。 
14 聴覚障害者への意思疎通支援の一つで，話されている内容を要約し，文字として伝えることをいいます。第一言語を手話としな

い中途失聴者・難聴者などが主な対象となります。 
15 印刷物上の切手大の二次元コードで，デジタル化された文字情報がコード内に含まれ，活字文書読み上げ装置に音声コードを

読み取らせることで音声を出力することができます。 
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基本施策３ 地域生活支援体制の充実 

３－１ 障害福祉サービス等の充実 

３－２ 地域生活支援拠点の充実 

３－３ 住まいの場の確保 

３－４ 保健・医療体制の充実 

３－５ 情報提供の充実・多様化 

３－６ 権利擁護の推進 

３－７ 災害，感染症対応及び防災体制の強化 

３－８ バリアフリーの推進 
 

３－６ 権利擁護の推進 
 

施策における現状と課題 

◼ 障害者虐待については，複雑なケースがあり，関係機関との連携した対応が不可欠となります。 

◼ 障害のある人における成年後見制度※16の認知度は約６割，内容の理解度は約３割となっています。 

◼ 介助者が高齢化している状況から，親なき後の生活や財産管理等が必要となり，成年後見制度の利用者は

増加が見込まれます。市内の高齢者及び障害者の相談支援事業所や入所施設へ行った権利擁護に関す

るアンケートでは，成年後見制度が必要な人が１８５人いると回答がありました。 

◼ 市民後見人の養成は進んできていますが，支援を受ける人が複雑な状況にあるなど，市民後見人が後見を

担うことができる場合が少なく，実際の活動ができない人が多くおられる状況です。 
 

本市における取組の状況 

◼ 障害者の権利擁護を図るため，住民，医療，福祉，司法及び公的機関で構成する権利擁護ネットワーク※17

を設置し，関係機関の連携体制を構築しています。 

◼ 障害者支援センターが中心となって，虐待通報事案への対応を行うとともに，権利擁護ネットワーク関係団

体で構成する虐待対応チームを編成し，必要な措置を講じています。 

◼ 三次市社会福祉協議会による障害のある人への福祉サービス利用援助事業や法人後見，市民後見と合わ

せた複数後見による，財産管理やサービス利用契約などへの支援を行っています。 
 

今後の施策の進め方と方向性 

◼ 権利擁護ネットワークと連携し，障害者の権利を護るための取組を推進していくとともに，虐待に対しては早

期に対応していくよう，迅速な体制づくりと，その後の適切な支援を行っていきます。 

◼ 成年後見制度については，広く制度の周知を図っていくとともに，制度を必要とする可能性のある人とその

支援者への情報提供を重点的に行っていきます。 

◼ 福祉サービス利用援助事業「かけはし※18」や法人後見，市民後見など，支援を必要としている人の状況に

応じた支援が提供できる体制を充実させていきます。 

◼ 成年後見制度利用促進のため，地域連携ネットワークの整備を行うとともに，ネットワークの中核的な機関

の設置に向けた取組を進めていきます。 

◼ 障害に対する理解の促進を図る中で，障害者差別解消法や障害者虐待防止法についての考え方の周知を

行い，障害のある人の人権が護られる環境づくりを進めます。 

 
16 判断能力が不十分なため契約等の法律行為を行えない人を後見人等が代理し，必要な契約等を締結したり財産を管理したり

して本人の保護を図る制度のことをいいます。 
17 住民，医療，福祉，司法及び公的機関等で構成され，成年後見，虐待防止・対応等の権利擁護を多様な機関が連携して支援に

関わることのできる体制のことをいいます。 
18一人でものごとを決めることが不安な人に対し，日々の暮らしに必要な福祉サービスの利用手続きやお金の管理のお手伝いをし

て，安心して暮らせるよう支援を行う，三次市社会福祉協議会が実施する事業のことをいいます。 
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基本施策３ 地域生活支援体制の充実 

３－１ 障害福祉サービス等の充実 

３－２ 地域生活支援拠点の充実 

３－３ 住まいの場の確保 

３－４ 保健・医療体制の充実 

３－５ 情報提供の充実・多様化 

３－６ 権利擁護の推進 

３－７ 災害，感染症対応及び防災体制の強化 

３－８ バリアフリーの推進 
 

３－７ 災害，感染症対応及び防災体制の強化 

 

施策における現状と課題 

◼ 災害が発生した場合，速やかに対応するために，情報収集と地域との共有，障害に配慮した避難所の確保，

関係機関の連携体制を整えておくことが必要です。 

◼ 障害のある人で災害時に「一人で避難できない」と回答した人の割合は，前回調査より増加しており，「一

人で避難できる」と回答した人については，４割程度となっています。 

◼ また，家族が不在の場合や一人で暮らしている場合，避難時に近所にあなたを助けてくれる人が「いる」と

回答した人は約３割となっています。 

◼ 障害のある人が災害時に困ることとしては，「避難所の設備や生活環境」，「投薬や治療」などの避難生活

において，身体に直接影響のある項目が多くなっており，次いで「迅速に避難できない」が多くなっていま

す。 

◼ 新型コロナウイルス感染症の流行により，感染症対策が求められる状況となっています。 

 

本市における取組の状況 

◼ 避難行動要支援者の支援体制の整備及び関係機関の連携を推進することを目的として，三次市避難行動

要支援者等連絡調整会議を設置し，取組を進めています。 

◼ 市内障害者福祉施設及び高齢者福祉施設との協定を締結し，要支援者の避難先となる福祉避難所を確

保しています。 

◼ 新型コロナウイルス感染症三次市対策本部を設置し，施設の利用制限等の決定や市民への正確な情報提

供を行っています。 

 

今後の施策の進め方と方向性 

◼ 避難行動要支援者名簿の作成及び更新を進め，避難支援等関係者と連携し，個別支援計画の作成に取り

組みます。 

◼ 避難行動要支援者の避難について，地域や福祉避難所との連携を進めていきます。また，避難所において

は，避難所運営マニュアルに基づいて，障害のある人など支援が必要な人に配慮した避難所運営を行いま

す。 

◼ 新型コロナウイルス感染症の流行状況に留意し，様々な広報媒体を活用した情報提供を行うなど，感染症

予防対策に関する対応を引き続き行っていきます。 
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基本施策３ 地域生活支援体制の充実 

３－１ 障害福祉サービス等の充実 

３－２ 地域生活支援拠点の充実 

３－３ 住まいの場の確保 

３－４ 保健・医療体制の充実 

３－５ 情報提供の充実・多様化 

３－６ 権利擁護の推進 

３－７ 災害，感染症対応及び防災体制の強化 

３－８ バリアフリーの推進 
 

３－８ バリアフリーの推進 

 

施策における現状と課題 

◼ 障害者や高齢者等の移動に係る利便性や安全性向上のために，公共交通機関・道路・施設において，バリ

アフリー化やユニバーサルデザイン※19の視点を取り入れながら整備を進めることが必要です。 

◼ 交通バリアフリー法の改正により，公共交通を担う事業者などに，施設や設備のバリアフリーに加えて，合理

的配慮の提供等のソフト対策が求められています。 

 

本市における取組の状況 

◼ 公共施設の整備・改修にあたっては，バリアフリーやユニバーサルデザインに配慮して計画検討を進めてい

ます。 

◼ 広島県の福祉のまちづくり条例※20に基づき，公共的施設を民間事業者が建築する時は，安全かつ快適に

利用できるように協議を行っています。 

 

今後の施策の進め方と方向性 

◼ 公共施設の整備・改修にあたっては，バリアフリーやユニバーサルデザインに引き続き配慮していきます。 

◼ 本市において実施している市民バス等の公共交通においては，乗降場所の弾力化などの合理的配慮の提

供を進めていきます。 

◼ 公共的施設を民間事業者が建築する時の協議を引き続き行います。 

◼ 公共交通や商業施設等の障害のある人が利用する施設の事業者に対して，合理的配慮の提供についての

周知啓発を行っていきます。 

 
19 文化・言語・国籍や年齢・性別・能力などの違いにかかわらず，できるだけ多くの人が利用できることを目指した建築（設備）・製

品・情報などの設計（デザイン）のことをいいます。 
20 広島県が制定した，真に豊かな福祉社会の実現をめざし，すべての県民が，自らの意思で自由に行動し社会参加できる，だれ

もが住みよいまちをみんなでつくりあげるための条例のことをいいます。不特定多数の人が利用する建物，道路，公園などについて，

スロープや手すりを設けることなどを定めて，すべての県民が安全で快適に生活できるまちづくりを進めることとされています。 
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基本施策４ 就労支援の充実 

４－１ 障害者雇用・就労機会の拡大と推進 

４－２ 多様な就労による生きがいづくり 

４－３ 障害者就労支援施設等の収益向上への支援 

 

４－１ 障害者雇用・就労機会の拡大と推進 

 

施策における現状と課題 

◼ 三次公共職業安定所管内の対象となる企業全体での障害者の実雇用率は，２．３７％となっており，平成２８

年から０．３ポイント上昇しており，広島県及び全国より高くなっています。 

◼ 一方で，障害者の法定雇用率を達成している企業は６３．４％と，平成３０年に法定雇用率が２．２％に引き上

げられたこともあり，平成２８年から５．８ポイント減少しています。 

◼ 現在，福祉的就労をしている人が一般就労したいという意向は，約２割となっています。 

◼ 障害のある人が就労支援として必要だと思うことは，「上司や同僚，職場の『理解』」が上位となっており，

「通勤手段の確保」及び「労働環境等の整備」も必要ですが，周囲の理解を求める意見が多くなっていま

す。 

 

本市における取組の状況 

◼ 備北障害者就業・生活支援センター※21，障害者支援センター及び三次公共職業安定所との連携のもと，

障害のある人，事業主，関係機関に対して支援を行っています。 

◼ 備北圏域障害者就労・職場定着推進会議に参加し，関係機関との連携強化を図っています。 

◼ 平成２９年に広島労働局と雇用対策協定を締結し，障害のある人の雇用推進を図っています。 

 

今後の施策の進め方と方向性 

◼ 働きたいという意欲のある障害のある人の希望を叶えるために，商工労働など関係機関との連携による就

労支援を行っていきます。 

◼ 障害者支援センターや備北障害者就業・生活支援センターと連携し，就労相談体制の充実に努めます。 

◼ 企業等と障害者就労支援施設との交流の場や，合理的配慮の啓発を進めて，企業等への意識向上を図っ

ていきます。 

◼ 企業等への採用後においても，広島県障害者職業センターや備北障害者就業・生活支援センターの活用

による就業面・生活面でのサポートを行います。 

 

 
21 障害者の就労支援のために，地域の関係機関と連携しながら，就職に向けた準備や職場に適応・定着するための支援，日常生

活や地域生活に関する助言などを行う施設で，広島県から委託を受けて一般社団法人備北地域生活支援協会が運営しています。 
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基本施策４ 就労支援の充実 

４－１ 障害者雇用・就労機会の拡大と推進 

４－２ 多様な就労による生きがいづくり 

４－３ 障害者就労支援施設等の収益向上への支援 

 

４－２ 多様な就労による生きがいづくり 

 

施策における現状と課題 

◼ 一般就労や福祉的就労などの就労形態に加えて，様々な仕事内容があることから，本人の希望と能力を活

かすための就労支援を行うことが大切です。 

◼ 障害のある１８～６４歳の人は，約２割が職業訓練などを「受けている，受けたい」と回答していますが，約３

割は「受けたくない，受ける必要はない」と回答しています。 

◼ 就労継続支援等の福祉的就労の場は，近年利用者が増加している傾向にあります。 

◼ 農業法人から農作業の委託を受けている事業所があるなど，農福連携に向けた動きは一部においてみられ

ます。 

 

本市における取組の状況 

◼ 障害者支援ネットワーク連絡会議に就労支援部会を設置し，情報収集，企業等との連携，就労支援事業所

間の連携支援等を行っています。 

◼ 障害者支援センターや備北障害者就業・生活支援センター等において就労相談を受け，一般就労や福祉

的就労につなげています。 

◼ 就労継続支援による福祉的就労の場や，地域活動支援センターによる創作活動や生産活動の機会，社会

との交流機会を提供しています。 

 

今後の施策の進め方と方向性 

◼ 一人ひとりの希望や生活に沿った就労機会を提供できるように，関係機関と連携し，相談支援や就労機会

の提供，就労後の支援を行っていきます。 

◼ 就労継続支援や地域活動支援センター等の福祉的就労の場を引き続き提供していくとともに，就労移行支

援等を活用し，本人の状況に応じた多様な就労支援を行います。 

◼ 市内や他市町村の事例を収集・共有し，農業分野等の多様な就労機会につなげるための検討を進めてい

きます。 
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基本施策４ 就労支援の充実 

４－１ 障害者雇用・就労機会の拡大と推進 

４－２ 多様な就労による生きがいづくり 

４－３ 障害者就労支援施設等の収益向上への支援 

 

４－３ 障害者就労支援施設等の収益向上への支援 

 

施策における現状と課題 

◼ 福祉的就労の場では，安定的な仕事の確保と工賃底上げが課題となっている中，新型コロナウイルス感染症

の影響により就労支援施設の受注減少が懸念されます。 

◼ 障害者優先調達推進法により，本市においても就労支援施設の受注機会の拡大が求められています。 

 

本市における取組の状況 

◼ 庁内に三次市障害者優先調達方針策定会議を設置し，各年度の物品や業務の調達方針を策定し，全庁

的に就労支援施設等からの物品等の調達の推進に努めています。 

◼ 就労支援部会で情報収集や就労支援施設のＰＲ，就労支援施設間の連携支援等を行っています。 

◼ 就労支援部会の取組として，市役所内において「スイートショップ（水ｔｏショップ）」を開催し，就労支援施設

の物品販売を行っています。また，三次商工フェスティバルにおいて，就労支援施設のＰＲや物品販売を行っ

ています。 

 

今後の施策の進め方と方向性 

◼ 三次市障害者優先調達方針に基づき，就労支援施設等からの物品等の調達目標・調達実績の公表を毎

年度行い，引き続き優先調達に取り組んでいきます。 

◼ 様々な機会や媒体を活用して，就労支援施設等の製品や実施できる業務のＰＲを行い，受注機会の拡大を

図ります。 

◼ 他事業所の事例を収集・共有し，障害者就労支援施設等の収益向上につなげるための検討を進めていき

ます。 
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基本施策５ 切れ目のない支援の充実 

５－１ 早期発見・早期対応 

５－２ 療育・発達支援体制の充実 

５－３ 連携強化による一貫した支援 

５－４ 一人ひとりに応じた教育の充実 

 

５－１ 早期発見・早期対応 

 

施策における現状と課題 

◼ ネウボラみよし（三次市妊娠・出産・子育て相談支援センター）の取組により，妊娠，出産，子育て期の一貫

した支援の充実に努めています。妊娠期からの相談，医療機関との連携等により，母子の心身障害の早期

発見・早期対応を行っています。 

◼ 発達面で気になる段階からの早期対応として，こども発達支援センター※22では相談・親子通所教室を実施

しており，利用ニーズは増加しています。 

◼ 乳幼児期の早期から保育所等で生活の大半を過ごす子どもが増加傾向にあり，保育所等においての支援

や関係機関との連携による支援へのニーズも増加しています。 

◼ 早期発見・早期対応には，専門的スキルが必要であり，増加し多様化するニーズに対応していくため，専門

職員の確保と人材育成が必要となっています。 

 

本市における取組の状況 

◼ 乳幼児健診等の様々な機会を活用した早期発見，ネウボラみよし・児童発達支援センター・こども発達支援

センター・保育所等が連携した早期対応を行うことができる体制構築を進めています。 

◼ 発達支援に係る研修会を実施し，専門職員のスキルアップ及び人材育成を図る取組を行っています。 

◼ 保育士のスキルアップを目的に保育所等巡回相談を行っています。 

 

今後の施策の進め方と方向性 

◼ できるだけ早期からの適切な支援が行えるよう，乳幼児健診等の機会の有効活用を進め，関係機関の連携

体制を強化していきます。 

◼ 保健師，保育士，療育機関の専門職員等の知識と支援技術向上のために，研修や事例検討等を引き続き

行っていきます。 

◼ こども発達支援センターは，乳幼児期における支援の入り口の場としての役割を担い，発達面で気になる段

階から児童とその保護者に対して早期対応を行います。 

 

 
22 心身の発達に遅れのある児童または，そのおそれのある児童を対象に，相談や指導等行うとともに，保護者も一緒に通園するこ

とにより，障害の正しい理解と受容を促し，家庭生活においても適切な療育が行われるよう支援を行う三次市の施設のことをいいま

す。 
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基本施策５ 切れ目のない支援の充実 

５－１ 早期発見・早期対応 

５－２ 療育・発達支援体制の充実 

５－３ 連携強化による一貫した支援 

５－４ 一人ひとりに応じた教育の充実 

 

５－２ 療育・発達支援体制の充実 

 

施策における現状と課題 

◼ 早期発見の体制が充実してきたことにより，支援へのニーズは増加しています。ニーズの増加に対応してい

くために，療育・発達支援体制の充実と連携強化が必要です。 

◼ 保護者の就労などの都合により，支援を行うことが難しいケースもあり，支援の提供体制も柔軟にしていく

必要があります。 

◼ 療育施設において利用定員を超えているため，すぐに受け入れができないケースがあります。 

 

本市における取組の状況 

◼ 乳幼児健診等の機会による早期発見から，関係機関の連携による早期対応を重点として取組を進めてい

ます。 

◼ 障害者支援ネットワーク連絡会議に療育・発達支援部会を設置し，事例検討，講演会等の啓発活動，研修

会の実施等を行っています。 

◼ 発達支援専門研修等を実施し，専門職員の育成とスキルアップを図りました。 

 

今後の施策の進め方と方向性 

◼ 多様なニーズに対応するために，保健・福祉・医療・保育・教育・療育等のあらゆる関係機関が連携して支

援を行うことができる体制づくりを進めていきます。 

◼ 支援体制強化のために，関係機関の連携体制強化や研修会等の質の向上への取組を引き続き行っていき

ます。 

◼ 支援機関による支援体制の充実に加えて，保護者や地域住民に向けて，障害への理解や適切な関わり方

を伝えるための啓発活動を進めていきます。 

◼ 保護者が子どもとの関わり方を学ぶ，ペアレントトレーニングを進めていきます。 

◼ 発達障害の初診について，予約から受診まで長期間を要している状況があるため，広島県と連携し，その解

消に向けた取組を進めていきます。 
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基本施策５ 切れ目のない支援の充実 

５－１ 早期発見・早期対応 

５－２ 療育・発達支援体制の充実 

５－３ 連携強化による一貫した支援 

５－４ 一人ひとりに応じた教育の充実 

 

５－３ 連携強化による一貫した支援 

 

施策における現状と課題 

◼ 保育所等における早期支援のニーズが高まっていることに加えて，小・中学校においても支援を必要とする

児童・生徒は増加傾向にあります。 

◼ 保育所等から小学校に入学する時などライフステージが移行しても，一貫した支援を提供していく必要があ

ります。 

◼ 一貫した支援のために，保育所，学校，専門機関等の関係機関の連携がより必要となっています。 

 

本市における取組の状況 

◼ サポートファイル※23を活用した一貫した支援体制の構築を進めています。 

◼ 療育・発達支援部会において，サポートファイル学習会の開催や，運用方法についての検討を進めていま

す。 

 

今後の施策の進め方と方向性 

◼ 乳児期から成人，高齢者になっても一貫した支援が受けられるように，関係機関の連携体制の強化を図りま

す。 

◼ サポートファイルの活用を進めるために，学習会の開催等を継続して行い，円滑な引き継ぎ体制の構築を進

めていきます。 

◼ 進学や就職，高齢者になる時などライフステージが移行する時において，関係機関が連携した相談と支援

を行うことができる体制を強化していきます。 

 
23 障害のある人や支援の必要な人が，生涯にわたり安心で安全な生活を送ること，教育をはじめとした一貫性のある支援を受け

られることを願って作成された，健康や育ち，暮らし，特性等を記録するファイルのことをいいます。本人等から支援機関に提示するこ

とにより適切なサービス提供や支援に役立てることができます。 
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基本施策５ 切れ目のない支援の充実 

５－１ 早期発見・早期対応 

５－２ 療育・発達支援体制の充実 

５－３ 連携強化による一貫した支援 

５－４ 一人ひとりに応じた教育の充実 

 

５－４ 一人ひとりに応じた教育の充実 

 

施策における現状と課題 

◼ 小・中学校においても支援を必要とする児童・生徒は増加傾向にあります。 

◼ 保育所等における早期支援のニーズが高まっていることに加えて，こども発達支援センターの利用者数も増

加していることから，今後も学校における支援を必要とする児童・生徒は増加すると考えられます。 

 

本市における取組の状況 

◼ 適正な就学及びその後の一貫した支援を実現するための体制整備や相談業務，小・中学校教職員を対象

とする研修会や巡回相談の派遣，学校支援員※24や教育支援員，障害児介助指導員※25の配置等を行って

います。 

◼ 特別支援学級はもとより，通常の学級に在籍する特別な支援を必要とする児童・生徒の「個別の教育支援

計画」，「個別の指導計画」を作成し，小中一貫教育によるきめ細やかな対応を進めています。 

◼ また，通常の学級に在籍する特別な支援を必要とする児童・生徒への取組の一つとして，平成３１年度から

小学校での通級による指導を始めています。 

 

今後の施策の進め方と方向性 

◼ 一人ひとりのニーズに応じた教育的支援を行うために，関係機関と連携した相談体制及び一貫した支援体

制の構築を進めます。 

◼ 教職員の専門性の向上のための研修会，巡回相談の実施等により，支援体制の強化を図ります。 

◼ 子どもを中心とした適正な就学指導を実施していきます。 

 

 
24 通常の学級に在籍し，学習障害（ＬＤ），高機能自閉症等により，生活及び学習上の困難を有する児童生徒に対し，学習活動に

おける指導の援助及び学校生活を送るうえでの援助や，いじめ，不登校，暴力行為，授業妨害など課題のある児童生徒が在籍する

学級に対する支援,放課後や長期休業中の学習支援等を行います。 
25 市内小中学校の特別支援学級等において，特に介助を必要とする児童生徒に対して，移動，排泄，食事，衣服の着脱などの身

辺自立のための介助や，学習指導に伴う介助，安全確保に関する介助等を行います。 
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第３節 主な取組 

 

基本施策１ 共生のまちづくりの推進 

 

１－１ 障害に対する理解の促進 
 

主な取組 内容 連携・協働する機関 

障害の理解促進のための各種普

及・啓発事業 

広報紙，ホームページ等の様々な媒体を

活用して，共生社会や障害者差別解消法等

の周知啓発を進めていきます。 

三次市障害者支援センタ

ー等 

人権啓発事業 人権尊重の重要性を認識してもらい，人

権意識の普及・高揚を図るため，各種イベン

ト，講演会を行います。 

 

人権相談 人権に関するトラブルが生じたときに，法

務大臣から委嘱された人権擁護委員により

人権相談を行います。 

 

「障害者週間」 

「世界自閉症啓発デー」等による

啓発事業 

パネル展示やイベントの実施，広報紙やケ

ーブルテレビ等の活用により，障害に対する理

解や意識啓発，取組等の周知を図ります。 

 

障害者施設での地域交流 障害者施設でお祭り等のイベントや市民

参加講座等の地域交流事業を支援し，広く市

民への理解・啓発を図ります。 

 

車いすや擬似体験セット等の貸し

出し 

障害の擬似的な体験を通して，いたわりや

思いやりの心を育むことを目的に，用具の貸

し出しを行います。 

三次市社会福祉協議会 

思いやり駐車場推進事業 障害者用駐車場の不正利用防止や，障害

の理解の推進をめざします。 

広島県 

ヘルプマーク・ヘルプカードの普

及 

ヘルプカードの提示やヘルプマークを見

かけた際に障害者への支援を行うことがで

きるよう障害者団体等と連携して普及促進を

図ります。 

広島県 
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１－２ 福祉に関する教育・研修の推進 
 

主な取組 内容 連携・協働する機関 

市役所職員研修 市役所職員の研修を実施し，障害への理

解と，特性に応じた対応に努めます。 

 

福祉教育 保育所，小・中学校において，福祉に対す

る理解を深める保育や教育のさらなる推進

を図ります。 

 

福祉ボランティア体験学習 児童・生徒が社会福祉への一層の理解を

深めることができるよう，福祉施設等へのボ

ランティア体験学習等，体験に基づいた学習

の機会を提供します。 

三次市社会福祉協議会 

１－３ 地域全体で支え合う仕組みづくり 
 

主な取組 内容 連携・協働する機関 

あいサポート運動 企業・団体，地域，学校等への出前講座や

あいサポート運動テキストを利用した研修を

進めていきます。 

広島県 

三次市障害者支援セン

ター 

備北障害者就業・生活

支援センター 

ボランティアセンター登録団体交流

会 

市内各ボランティア団体の交流を行うこと

により，人材を発掘しボランティア活動の幅を

広げます。 

三次市社会福祉協議会 

ボランティア活動支援 社会福祉協議会ボランティアセンターを通

して，ボランティア活動の支援を行います。 

三次市社会福祉協議会 

障害者団体等支援事業 障害者団体の自主的な活動に対し，情報

提供や後援，補助金の交付等の支援を行い

ます。 

 

障害者見守り活動 高齢者等見守り隊事業※26の対象者を，一

人暮らしの障害者等に拡大し，障害者が安

心して暮らせる環境づくりを支えます。 

 

１－４ 社会参加への支援 
 

主な取組 内容 連携・協働する機関 

障害者フライングディスク競技大会 スポーツを通じた社会参加と市民や学生，

ボランティア団体との交流を図っていきます。 

三次市障害者支援セン

ター 

ボランティア活動支援 社会福祉協議会ボランティアセンターを通

して，ボランティア活動の支援を行います。 

三次市社会福祉協議会 

 
26 日常生活において見守りが必要な高齢者等の居宅を民生委員等の高齢者等見守り隊が訪問し，安否の確認や相談活動を行

うことにより，一人ひとりが住み慣れた地域で安心して暮らしていくことができるよう支援することを目的とした事業のことをいいま

す。 
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基本施策２ 支援組織及び相談支援体制の充実 

２－１ 障害者支援センターの機能強化 
 

主な取組 内容 連携・協働する機関 

障害者支援センターの運営 障害者支援に係る各種取組を進めるため

に，障害者支援センターを安定的に運営して

いきます。 

三次市障害者支援セン

ター 

障害者支援センター定例連絡会 障害者・児支援に関する庁内関係機関と定

期的に情報共有，課題検討の場を設け，緊密な

連携を図ります。 

三次市障害者支援セン

ター 

 

２－２ 障害者支援協議会の機能強化 
 

主な取組 内容 連携・協働する機関 

障害者支援協議会 協議会において，関係機関の情報共

有，連携ネットワークの構築，困難ケースへの対

応等，地域の課題解決に向け協議を行います。 

 

障害者支援ネットワーク連絡会議

（専門部会） 

相談支援，地域生活支援，就労支援，療

育・発達支援，差別解消支援の各専門部会

を設置し，困難事例や課題を解決するための

協議を行います。 

三次市障害者支援セン

ター 

 

２－３ 相談から自己選択・決定への支援 
 

主な取組 内容 連携・協働する機関 

計画相談支援 障害のある人が適切なサービスを受けら

れるように，相談支援事業所によるサービス

等利用計画作成を行っていきます。 

 

障害者への相談体制 障害者支援センターや関係機関が連携

し，個々に応じた支援やサービスについて障

害者・児とその家族が選択・決定できる支援

を行います。 

三次市障害者支援セン

ター 

障害児等への相談体制 こども発達支援センターや子鹿医療療育

センター等の各関係機関が連携し，保護者

へのケアも含めた専門的な相談支援体制の

充実を図ります。 

子鹿医療療育センター

三次市障害者支援セン

ター 

相談支援従事者スキルアップ研修 多様化した相談や複合的な相談に対応で

きるよう，スキルアップ研修を定期的に開催

し，関係機関の連携を図ります。 

三次市障害者支援セン

ター 
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２－４ 相談支援ネットワークの充実 
 

主な取組 内容 連携・協働する機関 

個別支援会議 当事者・家族の困りごとや生活のしづらさを，

必要な関係者が集まって当事者の思いやニー

ズに沿った支援策を協議する場です。決定し

た支援策を実施するため，その場で，当事者・家

族を含めた具体的な役割分担を明確にしま

す。 

三次市障害者支援セン

ター 

支援困難ケース等への対応 関係機関との連携のもと障害者支援セン

ターが中心となってケース等への対応を行い

ます。 

三次市障害者支援セン

ター 

民生委員・児童委員事業 障害者や高齢者等支援の必要な人の

ニーズや課題を把握するため，民生委員・

児童委員との情報共有を図るための調整機能

を整備します。 

 

障害者サロン・ソーシャル事業 参加者の交流と仲間づくり，生活リズムの改善

等を目的とし，個々の状況に応じた支援を行い

ます。 

三次市障害者支援セン

ター 

身体障害者・知的障害者相談員事

業 

相談員は，自身の障害や経験を踏まえ，

様々な相談に応じます。 

また，様々な学習機会を通じて相談員に対

するスキルアップの支援を行います。 

 

ピアサポーターによる相談事業 相談者の様々な要望に応えられるよう，性

別・年齢別・障害別等，ピアサポーターの充

実を図ります。 

三次市障害者支援セン

ター 

ピアサポーター養成 

（スキルアップ研修）事業 

ピアサポーター養成事業とスキルアップ

研修を隔年で実施し，ピアサポーターの拡大と

スキルアップに努めます。 

三次市障害者支援セン

ター 
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基本施策３ 地域生活支援体制の充実 

３－１ 障害福祉サービス等の充実 
 

主な取組 内容 連携・協働する機関 

福祉サービスの周知 広報紙やホームページ等を活用して，制度や福祉

サービスを周知します。 

 

福祉・保健サービス冊子の作成 「高齢者と障害者のための福祉・保健サービ

ス」の冊子を作成し，情報提供を行います。 

 

みよし障害者福祉サービスガイドブ

ックの作成 

障害福祉サービスの利用申請方法や市内障

害者福祉関連施設等を詳しく紹介した冊子を作

成し，配付します。 

三次市障害者支援

センター 

障害福祉サービス 障害者総合支援法に基づき，サービスの提供

を行っていきます。 

 

医療型短期入所施設補助事業 医療的ケアを必要とする在宅重症心身障害児

を一時的に受け入れる短期入所施設確保のた

め，病院の空床を活用した医療型短期入所事業

所へ助成します。 

 

地域生活支援事業 障害者総合支援法に基づき，本市の特性

に応じたサービスを提供していきます。 

 

補装具費の支給 

（購入又は修理） 

身体機能を補完・代替し，長期間にわたり継続

して使用されるもの（義肢・装具・車いす等）の給付

や修理を行います。 

 

人工透析通院費の助成 腎臓機能障害のため人工透析治療を受けて

いる人に，通院費を助成します。 

 

福祉タクシー等助成事業 タクシーを利用する場合の乗車料金や，乗車し

ている車への燃料給油を助成します。 

 

ケーブルテレビ利用料助成 視覚障害又は聴覚障害の人がおられるケ

ーブルテレビ契約世帯の利用料基本月額（ライ

トプラン）の１／２を助成します。 

 

紙おむつ購入費助成 ３歳以上６５歳未満の身体障害者手帳をお持ちの

人で，下肢又は体幹機能障害１～３級の人，又は療育

手帳Ⓐ，Ａの人（児童はⒷ，Ｂを含む。）の紙おむつ

の購入費の一部を助成します。 

 

障害児施設等利用者負担の助成 障害児通所施設の利用者自己負担経費を助

成します。（保育所，幼稚園等の利用者に限る。） 

 

市外の通所施設等への交通費助

成 

市外の障害児通所施設等への通所にかかる

交通費の一部を助成します。 

 

障害者就労支援施設への通所費

助成 

障害者就労支援施設等への通所にかかる交

通費の一部を助成します。 

 

特別障害者手当 

障害児福祉手当 

特別児童扶養手当 

在宅の重度障害者・児又は障害児を扶養する者に

対し，その障害のために生じる特別の負担の手助

けとして各種手当を支給します。 
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３－２ 地域生活支援拠点の充実 
 

主な取組 内容 連携・協働する機関 

地域生活支援拠点 障害者支援センターを中心に，市内相談支援

事業所と短期入所事業所が相互に連携する面

的なネットワーク体制を構築し，緊急時での相

談・受入支援を行います。 

三次市障害者支援

センター 

 

３－３ 住まいの場の確保 
 

主な取組 内容 連携・協働する機関 

グループホーム等施設整備助成事

業 

グループホームを新設設置する社会福祉法人

等を対象に，施設整備費用の一部を助成します。 

 

広島県あんしん賃貸支援事業 広島県，市町，不動産関係団体，居住支援団体（Ｎ

ＰＯ法人，社会福祉法人等）が連携し，住宅の確保が

困難な障害者や高齢者等と民間賃貸住宅の賃

貸人の双方に対して，情報提供や相談対応等を行

います。 

広島県 

不動産関係団体居

住支援団体 

障害者住宅改修費助成事業 ６５歳未満の人で，下肢・体幹機能障害 ３ 級以

上，療育手帳Ⓐ，Ａの人，又はストマ用装具を使用する

障害４級以上の人が居住する住宅を障害者の

ために改造する場合，その費用を助成します。 

 

障害児住宅改修費等助成事業 ３歳以上１８歳未満の障害のある児童で，下肢・体

幹機能障害３級以上，療育手帳の交付を受けてい

る等の児童が居住する住宅を改修する場合，その

費用を助成します。 
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３－４ 保健・医療体制の充実 
 

主な取組 内容 連携・協働する機関 

精神障害者への相談体制の充実 障害者支援センターや関係機関が連携

し，個々に応じた支援やサービスについて障害者・

児とその家族が選択・決定できる支援を行いま

す。 

三次市障害者支援セ

ンター 

自殺対策地域ネットワーク会議 医療，保健，生活，教育，労働等に関する相

談機関等，地域の様々な関係機関による，連携

体制を構築していきます。 

 

いのち支える自殺対策推進庁内連

絡会議 

庁内において，関係部局の参画により開催

し，庁内横断的な体制を整備していきます。 

 

こころサポーター（ゲートキーパー）

養成 

障害者や高齢者等の対象者の属性に沿った

こころサポーター（ゲートキーパ―）の養成を進

めます。 

 

成人保健 

（がん検診・基本（特定）健診・特

定保健指導） 

健康増進と病気の早期発見・早期治療につ

なげることを目的に各種健（検）診を実施します。 

また，生活習慣病対策として特定保健指導や

健康教室，健康相談事業を充実させ，疾病の改善

を図り，健康な状態を維持できるよう継続した指

導を行います。障害者手帳の提示により，健診負担

額は無料とし負担軽減を行います。 

 

予防接種事業 ６０歳以上６５歳未満の人で心臓や腎臓，呼

吸器の機能障害またはヒト免疫不全ウイルスによ

る免疫機能障害の身体障害者手帳１級相当の

人に高齢者肺炎球菌及び高齢者インフルエン

ザ予防接種費用の助成をします。 

 

自立支援医療等給付事業 

（更生医療・育成医療） 

指定の医療機関において，障害を軽くしたり，

取り除くための医療の給付を行います。 

 

自立支援医療等給付事業 

（精神通院医療） 

精神疾患で通院治療を継続的に必要とする

状態の人の通院医療費の自己負担を軽減しま

す。 

 

精神障害者の家族支援事業 精神障害者の家族の会の学習会を定期的

に開催し，家族への支援を行います。 

三次市障害者支援セ

ンター 

障害者・児歯科保健事業 関係機関と連携し，歯科保健事業を実施しま

す。 

子鹿医療療育センタ

ー 

重度心身障害者医療費公費負担

制度 

制度に該当する障害者手帳の交付を受けて

いる人の医療費の自己負担部分の一部を公費

で負担します。 
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３－５ 情報提供の充実・多様化 
 

主な取組 内容 
連携・協働する

機関 

広報紙やインターネット等による障

害者福祉情報の提供 

必要な情報を的確に提供するため，制度案内冊子やパ

ンフレットの配布，ホームページや広報紙への掲載，点字・

声の広報等の提供を行います。 

三次市障害者

支援センター 

三次市社会福

祉協議会 

情報提供を行うボランティア活動

への支援 

点訳サークル，朗読サークル，手話サークル，要約筆

記サークル等のボランティア団体等の活性化のため，

社会福祉協議会と連携し育成・支援に努めます。 

三次市社会福

祉協議会 

意思疎通支援事業 聴覚障害者，中途失聴・難聴者，音声言語機能障害

者等への情報提供や相談体制の充実を図るため，手

話通訳者の窓口設置や，手話通訳者・要約筆記者（奉仕

員）の派遣を行います。 

三次市社会福

祉協議会 

日常生活用具給付事業 在宅の障害者の日常生活の利便性の向上を図る

ための用具の給付を行います。 

 

音声コードの貼付 相手が視覚障害者の人であることが特定できる場

合や登録申請をされた人を対象に，福祉関係文書等

への音声コードの貼付を推進します。 

 

点字封筒の活用 行政文書を発行する際に市からの発行が分かるよ

うに封筒へ点字の印字を行います。 

 

３－６ 権利擁護の推進 
 

主な取組 内容 
連携・協働する

機関 

成年後見利用支援事業 成年後見制度は，原則として，本人が住んでいるとこ

ろを管轄する家庭裁判所で，本人の家族等が申立てを

行うこととされていますが，申立てする親族がいない人に

ついて，市長が申立てを行うとともに，その費用の一部を

助成します。 

三次市社会福

祉協議会 

後見人の確保に向けた体制整備 ひとり暮らしや後見人として適切な親族がいない

等，親族以外の第三者による後見人の需要も高まってお

り，身近な市民の立場で後見活動を行うことができる

市民後見人を養成し，活動の支援を行う体制の構築を

図ります。 

三次市社会福

祉協議会 

福祉サービス利用援助事業「かけ

はし」 

判断能力が不十分な人（認知症高齢者，知的障害

者・精神障害者等で福祉サービスを利用するための

情報の入手や，理解，判断等を本人のみでは適正に

行うことが困難な人）に，福祉サービスの利用援助や

日常的金銭管理等の援助を行うことで，できる限り家

庭や地域で自立した生活が送れるよう支援します。 

三次市社会福

祉協議会 
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主な取組 内容 
連携・協働する

機関 

権利擁護ネットワークによる権利擁

護の推進 

三次市権利擁護ネットワークによる関係機関との情

報共有を図るとともに， 必要に応じ，虐待対応チーム

を招集して，事例検証等を実施し協力体制の強化に

努めます。 

 

障害者差別解消法及び障害者虐

待防止法の周知啓発 

障害者差別解消法において求められる差別的取扱

いの禁止と合理的配慮，障害者虐待防止法の周知啓

発を進めます。 

 

 

３－７ 災害，感染症対応及び防災体制の強化 
 

主な取組 内容 
連携・協働する

機関 

避難行動要支援者名簿の整備・更

新 

避難行動要支援者の情報を整理し，避難行動要援

護者名簿の整備・更新を行います。 

 

関係団体との連携 地域の関係団体との情報共有を図り，個別支援計画の

作成及び要支援者の円滑な安否確認や避難誘導等，地域

の助け合いによる避難体制を構築します。 

 

防災訓練の実施 自主防災組織等が実施する防災訓練へ，避難行動

要支援者の参加を呼びかけます。 

 

防災情報の取得手段の確保と推

進 

各種障害者団体等と連携し，市防災一斉メールの登

録の推進と同時に，県の視覚障害者向け防災情報メー

ルシステムの周知を図ります。併せて，音声告知放送やデ

ータ放送，防災アプリによる情報提供を行っていきます。 

 

 

３－８ バリアフリーの推進 
 

主な取組 内容 連携・協働する

機関 

公共施設における案内表示 わかりやすさと見やすさを考慮した，公共建築物の

案内表示に努めていきます。 

 

公共施設の整備・改善 「広島県福祉のまちづくり条例」に基づき，公共施設や

公園等を誰もが使いやすいように計画的な整備・改

善を図ります。 

 

民間建築物のバリアフリー審査事

務 

公共的施設を建築しようとする事業者に対し，障

害者・高齢者等が施設を安全かつ快適に利用できるよ

うな整備を進めるよう協議を行います。 

 

生活福祉資金の貸付 住宅増改築，補修等に必要な経費を貸し付けます。 三次市社会福

祉協議会 
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基本施策４ 就労支援の充実 

４－１ 障害者雇用・就労機会の拡大と推進 
 

主な取組 内容 連携・協働する機関 

事業所に対する障害者雇用の啓

発 

あいサポート運動の推進を通じて，障害者の

雇用促進について事業主の意識高揚を図

るとともに，障害者雇用促進月間（９月）を中心

とした障害者の雇用を促す活動を行います。 

 

雇用環境の整備 備北障害者就業・生活支援センターと連携し，

事業主に対して障害者の雇用に関する相談と助

言を行い，障害者の雇用環境の整備を促進し

ます。 

また，障害者差別解消法に基づき，民間事業

所での合理的配慮の推進のため，研修会を実

施します。 

備北障害者就業・生活

支援センター 

就労支援の充実 備北障害者就業・生活支援センター及び

障害者支援センターと連携し，企業見学や職

場体験実習等を行い障害者の一般就労支

援を推進します。 

備北障害者就業・生活

支援センター 

三次市障害者支援セン

ター 

三次市雇用対策協定に基づく雇

用対策 

三次市雇用対策協定に基づき，広島労働局

及び三次公共職業安定所と連携することに

より，障害者の就業機会の拡大を推進します。 

広島労働局 

三次公共職業安定所 

４－２ 多様な就労による生きがいづくり 
 

主な取組 内容 連携・協働する機関 

就労相談 一般就労や福祉的就労についての相談を

受け，本人の意向と生活環境にあった就労を

支援していきます。 

三次市障害者支援セン

ター 

備北障害者就業・生活

支援センター 

地域活動支援センター事業 地域活動支援センター事業の充実により，

創作活動又は生産的活動の機会の提供と

社会との交流を促進します。 

 

就労継続支援 通常の事業所に雇用されることが困難

な障害者を対象に，就労の場を提供するととも

に，就労に必要な訓練等を行い就業能力の向

上をめざします。 

 

就労移行支援 一般企業等への就労を希望する障害者を

対象に一定期間，就労に必要な知識及び能

力の向上のために必要な訓練を行います。 

 

農福連携 農業活性化の推進と併せ，障害者の農業

分野への就労機会の拡大を図るための働き

かけを行います。 
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４－３ 障害者就労支援施設等の収益向上への支援 
 

主な取組 内容 連携・協働する機関 

市役所においての優先調達 三次市障害者優先調達方針を策定し，障

害者就労支援施設等からの物品等の調達

目標・調達実績を公表します。 

 

スイートショップ（水ｔｏショップ） 障害者就労支援施設が市役所において，

定期的に物品販売を行う機会を確保してい

ます。 

 

障害者就労支援施設の製品ＰＲ 市内のイベント等において障害者就労

支援施設の製品ＰＲを行う機会を提供してい

きます。 

 

企業からの受注拡大の取組 市内企業に障害者就労支援施設の理

解を推進するとともに，受注拡大の取組を推進

します。 

三次市障害者支援セン

ター 
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基本施策５ 切れ目のない支援の充実 
 

５－１ 早期発見・早期対応 
 

主な取組 内容 連携・協働する機関 

母子保健事業 

（乳幼児健診・相談） 

成長段階に応じた乳幼児健診や相談を実施

し，発達障害，疾病，心身障害等の早期発見に努

めます。また，心理士※27を安定的に確保し，専門

職員のスキルアップを行います。 

また，３歳児健診において，視力検査機器を導

入し，視力低下等の早期発見・早期治療につな

げます。 

 

発達心理相談 子どもの発達や子育てに悩む親と子どもを対

象とした相談を行います。 

 

こども発達支援センター事業 

（相談・保育所等保育発達支援） 

子どもの発達や子育ての悩みに関する相談事

業の充実に努め，心理士や理学療法士，相談支援

スタッフ等の安定的確保及び，専門職員の育成を行

います。 

専門スタッフが保育所等を巡回し，保育の中での

発達支援（集団づくり，保護者支援等）についてアド

バイスを行い，発達が「気になる」段階から早期

支援につながるための相談を行います。 

保育所等とこども発達支援センターとの連携

強化を行い，保育の場での発達支援の充実を図

ります。 

 

発達支援専門研修 子どもに携わる専門職員，支援者を対象とした

専門研修の充実に努め，スキルアップを図りま

す。 

 

保育所職員専門研修 講座，視察研修，体験実習等，保育士のスキル

アップのための多様な研修会を行います。 

 

 

 
27 民間資格の臨床心理士，国家資格の公認心理士の資格を持った専門職。心の問題を抱えている人およびその周囲の人に対し

て，解決できるための相談，助言，援助を行います。 
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５－２ 療育・発達支援体制の充実 
 

主な取組 内容 連携・協働する機関 

発達外来 子育てに関する悩みや，心身に障害や遅れ

のある子どもの発達に関する適切な支援と各

種相談を行います。 

広島県 

子鹿医療療育センター 

児童発達支援体制 発達に課題を持つ子どもの将来の自立を考

えながら，少人数の活動の場で療育を行うとと

もに，児童発達支援センターによる支援体制の

充実に努めます。 

子鹿医療療育センター 

障害児等相談支援事業 知的障害児・者の人を対象に，暮らしの中で

の困りごとや悩みごと等の生活全般に関する総

合相談を行います。 

子鹿医療療育センター 

こども発達支援センター事業 

（親子通所教室） 

子どもの発達や子育ての悩みに関する適

切な支援を行うため，親子通所教室を行います。 

また，気軽に利用できる親子の交流の場を設

け，子育て支援施設としての専門的機能の充実を

図ります。 

 

ペアレントトレーニング教室 保護者が子どもの特性を理解し，子どもとの

関わり方を学ぶための教室を開催していきま

す。 

 

 

 

５－３ 連携強化による一貫した支援 
 

主な取組 内容 連携・協働する機関 

サポートファイルの活用 療育・発達支援部会による学習会や活用検

討を進めて，サポートファイルを活用した切れ目

のない一貫した支援体制を構築していきます。 

広島県 

こども発達支援センター事業 

（連携・保育所等訪問支援・就学

支援） 

保育・福祉・保健・教育・医療等の関係機関との

連携強化に努め，つながり合いの中でより充実し

た発達支援に取り組みます。 

専門スタッフが通所児童の保育所・幼稚園

等を訪問し連携を図ります。 

利用児童の就学に係る就学連絡会の実施や

保育所等での就学の悩みに関する相談事業を行

い，安心して就学ができるよう取り組みます。 
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５－４ 一人ひとりに応じた教育の充実 
 

主な取組 内容 連携・協働する機関 

特別支援教育の専門性の向上 教職員の特別支援教育に対する専門性を向

上させるため，県教育委員会，大学，関係機関，特別

支援学校等と連携し，小・中学校教員を対象とする特

別支援教育研修会や巡回相談事業の充実を図り

ます。 

広島県教育委員会等 

学校支援員，障害児介助員の配置 障害の有無にかかわらず支援が必要と考える

児童・生徒には，「個別の教育支援計画」及び「個別

の指導計画」を作成し，小中一貫教育によるきめ細

やかな指導を行います。また，必要に応じて， 学校

支援員の配置や障害児介助員を配置し，個別の

教育的ニーズに応じた教育が実現できるよう取り

組みます。 

 

発達障害のある児童・生徒への支

援 

発達障害がある児童・生徒への支援・指導等，

通常学級における特別支援教育の充実のため，児

童・生徒の発達障害の状況を把握し，通級によ

る指導を始めています。 

 

就学指導の充実 福祉・保健・保育・教育・医療等の関係機関

と連携し，専門的かつ総合的に，就学等に関す

る指導を行います。 

 

就学に係る相談等 こども応援センター※28による教育相談，就学

相談を実施します。 

 

 
28 学校教育や青少年指導上の諸問題に関する相談指導業務を行う三次市教育委員会に設置されたセンターで，教育相談員に

よる就学や不登校等に関する相談・指導業務などを行います。 


